
１．はじめに
　近年の台風災害では，中山間地における土砂災
害により，多くの人的被害が発生している。この
背景として，国が公表する土砂災害危険箇所は約
５２万箇所１） に上るのに対して，砂防施設による整

備率は約２０％ ２） と低い状況にあることが指摘され
る。このため，避難体制の整備等のソフト対策推
進を目的として２００１年に土砂災害防止法が施行さ
れ，２００９年６月３０日現在，土砂災害警戒区域が全国
で１３７， ２２０箇所，土砂災害特別警戒区域が５７， ０８７箇
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Abstract

 In mountainous area many people have suffered from landslide and debris flow 
disasters during typhoon and monsoon seasons. In order to mitigate the damages, 
people need to evacuate to the safe places if houses are located at susceptible areas. 
However, in fact, many people cannot find any available shelter for evacuation because 
designated shelters are too far to evacuate safely. In this study, we propose a method 
to select available houses as temporary shelters by considering slope susceptibility to 
landslides triggered by rainfall and earthquake in a village.

キーワード： 中山間地, 土砂災害，ハザードマップ，一時避難場所
Key words： Mountainous area, Disaster, Hazard-map, Temporary Shelter

＊＊＊  香川大学准教授
      Associate Professor at Kagawa University
＊＊＊＊ 香川大学大学院工学研究科
      Graduate School of Engineering, Kagawa University

本報告に対する討論は平成２２年１１月末日まで受け付ける。

＊  香川大学大学院工学研究科
    Graduate School of Engineering, Kagawa University
   株式会社五星
    GOSEI Co.,Ltd.
＊＊ 香川大学教授
     Professor at Kagawa University



林・長谷川・野々村・山中・佐藤：Regional disaster landslide avoid map

所指定されている（国土交通省HP） ３）。しかしな
がら，これらの情報をとりまとめた土砂災害ハ
ザードマップは整備途中にある。
　中山間地域の集落の多くは，山腹斜面上および
谷沿いにあるため土砂災害危険箇所に指定されて
おり，災害時には集落が孤立して，救援・救助が
困難になる可能性が高い。また，中山間地は全国
的に過疎化と高齢化が進行しており，あらゆる公
共事業が費用便益分析的に評価される現状では，
中山間地域を対象とした社会資本整備は，ますま
す困難になり，防災に必要なハード対策が行えな
い状況に陥りつつある４）。さらに，地場建設業者
の廃業が進み，地域の災害復旧能力低下も進行し
ている５）。このため，中山間地域の防災対策では
地域の災害特性に着目して，避難などのソフトを
中心とした対策の推進が重要となる。
　住民は，公表されたハザードマップ等を通して
災害危険箇所等の危険な場所の情報を知ることが
可能である。市町村が避難指示を出すと，中山間
地の住民は，下流側の住民と比較して遠距離にあ
る指定避難所に避難することになる。しかしなが
ら，土砂災害ハザードマップには，危険個所は多
数表示されているが，避難経路の途中にある一時
避難場所や避難経路上の安全性に関する情報は公
表されていない６）。避難指示（勧告）が出た段階
で，一時避難場所や避難経路上に関する安全性を
確信できない住民が積極的に避難行動を始めるで
あろうか。
　事実，中山間地の住民には危険が迫っても避難
しない傾向にある７）。その理由として，一般的に
は，避難勧告（指示）の内容や発令の空振り，正
常化の偏見など８） がある。また，平成１７年台風１４
号による土砂災害によって大きな被害を受けた三
重県宮川村におけるアンケート調査では，避難指
示が発令されても避難しない理由として，｢広域
的に土砂災害危険箇所が指定され，避難するより
現在の住家のほうが安全，避難所までが遠い，避
難経路が危険，そして被災の経験が少ない，身体
上の問題｣など７） が要因としてあげられる。
　このような状況の下，中山間地域を対象とした
防災計画では，遠距離にある指定避難所まで住民

を事前避難で誘導する計画だけではなく，身近に
一時避難場所を確保し，現状の避難計画に追加す
ることが重要と考えられる。すなわち住民には先
述の避難しない理由があるにせよ，一時避難場所
や避難経路の安全性に関する情報の整備が避難行
動を促す条件の一つではないかとの仮説を設けた。
　指定避難所の選定手法に関する研究は牛山９） な
どいくつかあるが，一時避難場所に関する研究
は，災害時に避難して被災した事例を取り上げ，
指定避難所への早期避難が重要であることへの認
識を示したものが多く１０， １１），中山間地域の住民が
避難できる一時避難場所の選定手法に関する研究
はほとんどない。
　筆者らは，この仮説を実証するためには２段階
の研究過程が必要と考えた。本報告はその第１段
階に位置し，避難対策として有効と考えられるコ
ミュニティ（集落）単位での一時避難場所の選定
手法を提案する。第２段階では住民と協働して第
１段階の手法を用いた「土砂災害一時避難マップ」
を作成したうえで，住民の防災意識の変化を分析
してこの仮説を実証しようと考えている。
　本報告では，高松市で最も中山間地の特性をも
つ塩江町において，集落から指定避難所までの平
均距離が最も遠い上西地区を対象に，集落単位で
の一時避難場所の選定手法を提案する。

２．研究方法
　斜面崩壊に関するGISを用いた危険斜面の抽出
方法については，江崎ら１２） や佐々木ら１３） が提案し
ているが，我々は，本研究においてDEMデータ
を活用して安全な土地を探る方法を検討した。
　本研究では，以下の方法により調査を行った
（図１）。
①赤色立体地図を活用して安定した緩斜面を抽出
する。
②地震災害から安全な土地を抽出する方法を検討
する。
③豪雨災害から安全な土地を抽出する方法を検討
する。
④安全な土地の中から，地域住民が一時避難場所
として利用できるよう安全性を高める範囲設定
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方法を検討し，現地では集水性など微地形を調
査し既存住宅の中で各種災害から安全な建物を
抽出する方法を検討する。
　なお，②において地震災害を検討に加えた理由
は，平成１６年の台風２３号による豪雨の直後に中越
地震が発生し，甚大な斜面災害が発生したため，

豪雨前後の避難中に地震が発生することを考慮し
たことによる。

３．研究対象地域
　本研究の対象は，高松市塩江町上西地区とし
た。
　上西地区は過疎化と高齢化が著しく，面積 
３０．２ km２に対して人口４７２名となっている。交通
が不便な集落では，６５歳以上の高齢者が人口の半
数以上を占める限界集落化が進んでいる。また，
各集落から指定避難所までの距離が遠く，最も中
山間地域の特徴をもっている（図２）。

３．１　地形
　上西地区は，市域の最南部に位置し，二級河川
香東川上流部にある県下最大の多目的ダムである
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安定緩斜面の抽出

↓
地震による斜面崩壊の検討

↓
豪雨による土砂災害の検討

↓
一時避難場所候補の抽出

図１　研究フロー

図２　高松市塩江町上西地区案内（高松市防災マップF１４） に加筆）
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内場ダム上流域に位置し，徳島県と境をなす竜 
王山（１， ０５９m）大滝山（９４６m）など５００mから 
１， ０００m級の山々に囲まれている（図２）。

３．２　地質
　研究対象地域の地質は和泉層群からなる。和泉
層群は，主として砂岩と頁岩の互層から構成さ
れ，東北東－西南西走向で南へ３０°前後傾斜して
いる。このため，南向き斜面は流れ盤で緩傾斜，
北向き斜面は受け盤で急傾斜になっている。地す
べりによって形成された緩斜面は主に流れ盤斜面
に分布し，集落や畑として利用されている。

３．３　災害履歴
　当地区では，１９１２年に台風に伴う豪雨によって
蛸山山頂が大崩壊した（図２）。崩壊土砂量は約９０
万m３で，人家５戸と多くの家畜が埋没し死者が
２６人発生した１５）。上西地区では，約９０年弱の間，
蛸山大崩壊のように多くの死者を出す災害は発生
していないが，土砂災害は頻繁に発生している１６）。

３．４　土砂災害危険個所
　上西地区は北側斜面が急峻で南側斜面が緩やか
になっている。このため北側斜面には集落が少な
く，南側斜面には，地すべり危険個所に指定され
た緩斜面の中腹から高い範囲に集落が形成され，
その内外に急傾斜地崩壊危険個所が多くみられ
る。奥地の集落へ続く主要道路の途中には急傾斜
地崩壊危険個所や土石流危険渓流が点在してお
り，集落から指定避難所へ避難するには，いくつ
もの土砂災害危険個所を横断していく必要がある
ことが分かる（図２）。
　なお，香川県が調査した土砂災害危険個所図に
は，蛸山大崩壊にかかる流域は土石流危険渓流に
指定されていない１７）。

４．一時避難場所抽出手法の検討
　本研究では，地すべり危険個所内にある物井川
集落（図２）を例に検討した。本集落は，集落の
下部では勾配が比較的に急なため急傾斜地崩壊危
険個所に指定されているが，集落内のすべての住

宅には車両による往来が可能になっている。

４．１　安定緩斜面の抽出方法
（１）地すべり地形の安定性の考え方
　一時避難場所は，各種の自然災害が発生する危
険性が少ない安定した地形の中から抽出する必要
がある。稲垣ら１８） は，地すべり地形の形成年代と
安全性との関係を検討し，　１万年以前に形成され
た地すべり地形の安全率は概ね １．１ を超えること
を報告している。１万年以前に形成された古い地
すべり地形は河川の下刻によって段丘化して山腹
に緩斜面が残存している場合が多い。したがっ
て，地すべりによって形成された緩斜面が山腹に
段丘状に残っている部分を安定斜面として評価す
ることとした。

（２）地形抽出に適したDEMの選定
　通常，地形分類にはメッシュサイズ１m～５０m
のDEMが目的に応じて使用されるが，メッシュ
サイズが大きくなると地形的特徴を読み取ること
は不可能になり，平均傾斜，最大傾斜共に小さく
なる傾向にある１９）。メッシュサイズが小さいほど
地形が正確に表現されるが，　１mメッシュや５m
メッシュの既存データは入手が困難であり，作成
費用が高価になることが多い。
　本研究では，１/２５， ０００地形図の１０m間隔等高線
から作成された市販のTerrain DEM（平面直角座
標系，日本測地系第４系）を使用した。

（３）地形判読の方法
　本研究では，地形の特徴を住民に視覚的に説明す
る必要がある。このため，地形判読には，特殊な道
具やフィルタを必要とせずに１枚の画像で地形を立
体的に表現することが可能な赤色立体地図２０） を採用
した。赤色立体地図は，傾斜量を赤の彩度に比例
させ，急傾斜ほどより赤くなるように，また，尾
根や独立峰は明るく，谷や窪地は暗くなるように
調製した擬似カラー画像である。

（４）安定斜面候補の抽出例
　検討対象地区の赤色立体地図を図３に示す。こ

７６ 



自然災害科学 J. JSNDS 29-1（2010）

の斜面には滑落崖がみられ過去に地すべりが発生
したことが分かる。①，②で囲まれた抽出箇所は，
勾配が緩く，段丘化した地すべり緩斜面である。

（５）地すべりに対する安定性に関する検討
　安定緩斜面として抽出した地すべり緩斜面の安
定性を確認するために，地すべりに対する安全性
を検討した。安定計算は道路土工－のり面工・斜面
安定工指針２１） などに広く使われているスライス分
割による簡便法を用いた。この計算方法は，分割
片の側面に作用する力の釣り合いを無視した簡略
な式であるが，今回のような古期地すべりの概略
的な安全率を求めるのには支障がないと判断した。
　計算に用いる粘着力cと内部摩擦角φは，近隣
の細井地区の安定計算で用いたすべり土塊の強度
常数の平均値として，粘着力c（１０KN/m２），内部
摩擦角φ（２５． ５５°）を採用し，また地すべり面深
度（D）は，上野２２） による地すべり斜面長（L）と
地すべり面深度（D）の関係式から以下のように
推定した（図４）。

　L＝６．８ D
　　L：地すべり斜面長（m）， 
 
　　D：地すべり面深度（m）

　図５の測線で斜面安定計算を行った結果，安全

率はいずれの測線でも１．２をこえており，地すべ
りに関して概ね安定した土地であると判断した
（表１）。

４．２　地震による斜面崩壊の検討
（１）地震時斜面崩壊危険度の評価方法
　地震による斜面崩壊危険度を広域的かつ簡便に
評価するには，地形情報を活用した手法が望まし
い。内田ら２３） は，１９９５年兵庫県南部地震による六

７７

表１　斜面安定計算結果

安全率
（F）

滑動抵抗力 （S）
滑動力 （ τ ）
（kN）斜面番号 合計 

（C ＋φ ）
φ によるもの
（kN）

Cによるもの
（kN）

１． ５１５２３４１９． ０３２２１６８８． ２２５１７３０． ８０７１５４５６． ２４３物井川１

３． ００７１２８９０． ４６１１１６１１． ９４７１２７８． ５１４ ４２８６． ７０９物井川２

１． ６５７４２２９１． ０１２３９８８６． ５４７２４０４． ４６５２５５２７． １０６物井川３

図４　地すべりの斜面長と深度の関係
　　（上野（２００４）に基づき作図）

図３　赤色立体地図による安定地形の抽出例
　　　（①，②：段丘化した地すべり緩斜面）

図５　斜面安定計算位置（物井川集落）
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甲山地の崩壊事例を基に，斜面勾配，斜面の凹
凸，地震動の最大加速度が崩壊発生率との相関性
が高いことを見出し，地震時斜面崩壊危険度を評
価する判別式（式１）を提案した。
　式１のF値が正であれば崩壊の危険性がありと
判断され，逆にFの値が負であれば崩壊の危険性
はないと判断される。また，このF値が大きくな
るほど地震の際に実際に崩壊をおこす可能性が高
くなる傾向にある。この傾向は，内田らにより鹿
児島県北西部地震や神津島地震に適応を追認し，
小山内ら２４） による新潟県中越地震とHasegawa et 
al.２５） による新潟県中越沖地震においても有効性が
確認されている。

　F＝０． ０７５× ［斜面勾配 （° ）］ －８．９
　　　　　   × ［平均曲率］ ＋０． ００５６
　　　　　   ×［最大加速度 （cm/s２）］ －３．２
 ………（式１）

　本研究では，F値が０未満の範囲を地震時に斜
面崩壊が発生しにくい場所であると判定した。

（２）地震時斜面崩壊危険度評価図の作成
　F値の計算を行うため，１０mDEMを用いて斜面
勾配と平均曲率を算出した。また，最大加速度と
して，中央防災会議による模擬地震波２６） から，高
松市塩江町上西地区で予想される１８６． ９６（cm /s２）
を採用し，F値を計算した。
　地震時斜面崩壊危険度評価は，F値を０未満
（白），　０以上２未満（黄），　２以上４未満（橙），４以
上（赤）の４段階にランク分けをし，等高線を重ね
た地震時斜面崩壊危険度評価を作成した（図６）。
図６によると地すべりによって形成された緩斜面
が地震時に斜面崩壊を発生しにくいことが分か
る。本研究では，白の区域（F値が０未満）を
「地震時に危険度の低い土地」として抽出した。

４．３　豪雨による土砂災害の検討
　豪雨による安全な土地を抽出するため，「地震時
に危険度の低い土地」から，急傾斜地崩壊と土石流
に関係する土砂災害警戒区域を取り除いた（図７）。
土砂災害警戒区域は，香川県土木部河川砂防課の

調査データを香川県ホームページから引用した２７）。

４．４　一時避難場所の選定
　市販の電子住宅地図の家形データをArc GIS上
に取り込み，これまでの検討による安全な土地に
ある建物を抽出した。その結果，物井川集落の安
全な土地に分布する建物を９戸抽出することがで
きた。
　さらにこれらの建物の中から安全性の高い一時
避難場所を選定するため，遷急線，遷緩線から
１０mの範囲（バッファゾーン）を除外した区域を
グリーンゾーンとし，この中にある建物を一時避
難場所の候補とした（図８）。バッファゾーンの幅
については，現地調査で地形緩急線付近にある建
物の大きさが１００m２（１０m×１０m）程度であること
を確認し，安全な建物の抽出と今後の安全な土地
利用の観点から，バッファゾーンの幅を１０mと
した。
　なお，現地微地形調査により，一時避難場所候
補の中から，集水地形に位置する建物を除外した
（図７）。
　その結果，遷急線から１０m以上離れたグリー
ンゾーンに位置するより安全性のある建物を一時
避難場所候補として抽出した（図７）。

５．考察
５．１　土砂災害ハザードマップの問題点
　土砂災害ハザードマップの整備が進展し，住民
の土砂災害危険個所の所在に関する認識は従来に
比べて進んでいると考えられるが，関谷ら２８） によ
ると土砂災害ハザードマップの認知度は一向に上
がらず活用されていない実態があり，利用者とし
ての住民の視点からみたハザードマップ作成へと
ステップアップしていく必要があるとしている。
また，中筋２９） によると，土砂災害ハザードマップ
の問題点として，技術的には自然条件や降雨条件
の類似した地域ごとにハザードマップの検討を行
わず全国一律になっていること，行政的には安全
側への配慮からむやみに危険個所を増やし，現実
離れした危険区域の設定を行っていることを指摘
している。したがって，土砂災害ハザードマップ

７８ 
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の作成に関しては，危険情報の精度や信頼性を高
めるだけでは不十分で，住民が安全に避難するた
めの情報が不可欠である。
　従来，防災マップに必要とされる機能は，①表
現の適否，②避難行動のタイミング，③避難時の

判断の容易さ，④自助・共助への意欲とされてい
る３０）。また，防災マップは住民の適切な避難行動
に必須であり，さらにコミュニティ防災マップ
（コミュニティ単位の大縮尺防災マップ）の作成が
安全な避難には有効である３０）。
　中山間地における住民の逃げ遅れや避難時の二
次災害が後を絶たない現状からみて，今後の土砂
災害対策を考える上で，コミュニティ防災マップ
を作成し，住民に適切な避難行動を誘導するため
の情報を掲載していく必要があると考えられる。

５．２　土砂災害一時避難マップの必要性
　香川県内市町が策定した地域防災計画の避難計
画によると，中山間地域の住民や災害時要援護者
は事前避難により，遠距離にある指定避難所まで
避難誘導する内容がほとんどである６）。地域に
よっては，自主防災組織により一時避難場所の抽
出が行われているが，専門家による客観的安全評
価が行われていないのが実情である。これは，一
時避難場所は指定避難所へ移動するための集合場
所として扱っており，豪雨時にしばらく避難する
ために適した場所としては考えていないことによ
る。
　本研究では，中山間地の中でも避難が困難な集
落の住民を対象に，豪雨災害時に比較的容易に逃
げることが可能な集落内における一時避難場所の
選定手法を提案した。また，コミュニティ防災
マップに「安全な土地にある一時避難場所」を表

７９

図６　物井川集落の地震時斜面崩壊危険度評価

図７　一時避難場所の安全性評価で問題があっ
た範囲

図８　一時避難場所候補の選定方法

図９　集落から指定避難所までの経路
  （凡例は図２，図７を参照）
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示した土砂災害一時避難マップを作成した。
　集落から土砂災害に対応した指定避難所への避
難時の危険箇所を図９に示す。図９から，物井川
集落では，指定避難所までの距離が約３ kmあり，
一時避難場所候補までの距離は近ければ０．５ km，
遠くても１ km程度であるのが分かる。今後，土
砂災害一時避難マップをもとに，地域住民が行政
や専門家と協働して豪雨時の安全な避難を検討す
ることができる。土砂災害一時避難マップによっ
て，住民は住んでいる場所の危険性と「安全な土
地にある一時避難場所」を比較して，より安全な
一時避難場所を選択することができる。また，近
くの一時避難場所に避難することと遠方にある避
難所まで避難することの危険度を比較することが
できれば，避難途中の土砂災害を回避することが
可能となる。さらに，災害による孤立を避けるこ
とのできない中山間地における一時避難場所の選
定に，地震による土砂災害の検討を付け加えるこ
とにより，避難中の地震による土砂災害を避ける
ことが可能となる。
　このように，土砂災害一時避難マップは，災害
避難時のリスクを低減でき実現性の高い近距離の
避難計画を検討することに有効と思われる。

６．まとめと今後の課題
　本研究では，以下の手法によって，地震と豪雨
の災害時に安全な一時避難場所候補地を効率的に
選定する方法を提案した。
　①赤色立体地図から安定緩斜面を抽出
　②簡易な地震崩壊危険度評価手法
　③土砂災害警戒区域の資料
　今回提案した地震時と豪雨時の安全性を確保し
た集落内の一時避難場所選定手法は，DEMと既
往資料を利活用するため，短期間・低コストで実
施が可能である。
　本研究の今後の課題として，抽出された一時避
難場所候補を対象に，さらに現地調査と住民との
協議を進め，住民が納得する一時避難場所を選定
する必要がある。
　このため，今後は検討対象集落において土砂災
害一時避難マップを各集落に提示しつつ，アン

ケート等の方法を用いて，その有効性を検証する
とともに，住民との協働で土砂災害一時避難マッ
プを作成して行きたい。
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